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議案第８号

令和６年度所沢市一般会計予算

令和６年度所沢市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１２１，６４１，０００千円と定める。

２  歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。

（継続費）

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１２条第１項の規定による継続費の経費の総額及び年割額は、「第２表 継続費」に

よる。

（債務負担行為）

第３条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第３表 債務負担行為」

による。

（地方債）

第４条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、

「第４表 地方債」による。

（一時借入金）

第５条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は５，０００，０００千円と定める。

（歳出予算の流用）

第６条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定

める。

各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用

令和６年２月２０日提出

所 沢 市 長 小野塚 勝 俊
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第１表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　歳　入　歳　出　予　算

 歳　入 単位　千円 

款 項

市税

市民税

固定資産税

軽自動車税

市たばこ税

事業所税

都市計画税

地方譲与税

地方揮発油譲与税

自動車重量譲与税

森林環境譲与税

利子割交付金

利子割交付金

配当割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

株式等譲渡所得割交付金

金 額
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第１表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　歳　入　歳　出　予　算

 歳　入 単位　千円 

款 項

市税

市民税

固定資産税

軽自動車税

市たばこ税

事業所税

都市計画税

地方譲与税

地方揮発油譲与税

自動車重量譲与税

森林環境譲与税

利子割交付金

利子割交付金

配当割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

株式等譲渡所得割交付金

金 額

法人事業税交付金

法人事業税交付金

地方消費税交付金

地方消費税交付金

ゴルフ場利用税交付金

ゴルフ場利用税交付金

環境性能割交付金

環境性能割交付金

国有提供施設等所在市町村助成交付金等

国有提供施設等所在市町村助成交付金等

地方特例交付金

地方特例交付金

新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補塡特別交

付金

地方交付税

地方交付税

交通安全対策特別交付金

交通安全対策特別交付金

分担金及び負担金

負担金
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単位　千円 

款 項

使用料及び手数料

使用料

手数料

国庫支出金

国庫負担金

国庫補助金

委託金

県支出金

県負担金

県補助金

委託金

財産収入

財産運用収入

財産売払収入

寄附金

寄附金

繰入金

金 額
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単位　千円 

款 項

使用料及び手数料

使用料

手数料

国庫支出金

国庫負担金

国庫補助金

委託金

県支出金

県負担金

県補助金

委託金

財産収入

財産運用収入

財産売払収入

寄附金

寄附金

繰入金

金 額

基金繰入金

繰越金

繰越金

諸収入

延滞金加算金及び過料

市預金利子

貸付金元利収入

受託事業収入

雑入

市債

市債

歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計
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 歳　出 単位　千円 

款 項

議会費

議会費

総務費

総務管理費

徴税費

戸籍住民基本台帳費

選挙費

統計調査費

監査委員費

民生費

社会福祉費

児童福祉費

生活保護費

災害救助費

衛生費

保健衛生費

清掃費

金 額
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 歳　出 単位　千円 

款 項

議会費

議会費

総務費

総務管理費

徴税費

戸籍住民基本台帳費

選挙費

統計調査費

監査委員費

民生費

社会福祉費

児童福祉費

生活保護費

災害救助費

衛生費

保健衛生費

清掃費

金 額

労働費

労働諸費

農林水産業費

農業費

商工費

商工費

土木費

土木管理費

道路橋りょう費

河川費

都市計画費

下水道費

住宅費

消防費

消防費

教育費

教育総務費

小学校費

中学校費

幼稚園費
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単位　千円 

款 項

社会教育費

保健体育費

災害復旧費

公共土木施設災害復旧費

公債費

公債費

予備費

予備費

金 額

歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計
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単位　千円 

款 項

社会教育費

保健体育費

災害復旧費

公共土木施設災害復旧費

公債費

公債費

予備費

予備費

金 額

歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計

第２表

事        業        名 総      額 年   度 年    割    額

千円 千円

総　　務　　費 総務管理費
市庁舎施設整備事業
（庁舎基幹設備改修工事）

６，３７９，５３１ ６ ５１９，８５８

７ ３，６６９，９８８

８ ２，１８９，６８５

商　　工　　費 商工費 所沢市寿町駐車場整備事業 ４１，９８６ ６ ２９，４００

７ １２，５８６

教　　育　　費 小学校費 １４９，１６０ ６ ８５，４９２

７ ６３，６６８

社会教育費 １０１，２７２ ６ ４０，５０９

７ ６０，７６３

　　 継      　 続 　      費

款 項

小学校施設整備事業
（所沢小学校屋上防水改修工事）

公民館施設整備事業
（新所沢東公民館自動昇降機設置工事）
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事        業        名 総      額 年   度 年    割    額

千円 千円

教　　育　　費 社会教育費 ６，９６８ ６ ２，７８７

７ ４，１８１

保健体育費 ６１２，１５０ ６ ２９４，３６０

７ ３１７，７９０

款 項

公民館施設整備事業
（新所沢東公民館バリアフリー化改修工事）

所沢市民武道館屋根改修及び空調設備改修事
業
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事        業        名 総      額 年   度 年    割    額

千円 千円

教　　育　　費 社会教育費 ６，９６８ ６ ２，７８７

７ ４，１８１

保健体育費 ６１２，１５０ ６ ２９４，３６０

７ ３１７，７９０

款 項

公民館施設整備事業
（新所沢東公民館バリアフリー化改修工事）

所沢市民武道館屋根改修及び空調設備改修事
業

  第３表

事                         項 期                         間

　勤労者等借入資金利子補給金 　　申請者の借入れの日から契約期間満了の日
　　まで

　日本労働者信用基金協会との損失補償契約に 　　契約締結の日から解約の日まで
　基づく補償

　農業近代化資金利子補給金 　　申請者の借入れの日から契約期間満了の日
　　まで

　農業経営基盤強化資金利子助成金 　　申請者の借入れの日から契約期間満了の日
　　まで

　中小企業借入資金利子補給金 　　申請者の借入れの日から契約期間満了の日
　　まで 　　 　　

　埼玉県信用保証協会との損失補償契約に基づく 　　契約締結の日から解約の日まで
　補償

　令和７年度開始前に契約事務を行う業務 　　令和７年度まで
　（印刷製本費・薬剤費・委託料・使用料及び賃
　　借料）

　　農業近代化資金利子補給条例第４条に定める額

　　農業経営基盤強化資金利子助成金交付要綱第３条に
　　定める額

　　融資制度資金利子補給金交付要綱第３条に定める額

　　損失補償契約書第１条第２項の額

　　契約により決定した額

債 　　 務 　　 負  　　担 　　 行  　　為

限            度            額

　　勤労者等融資制度資金利子補給金交付要綱第３条に
　　定める額

　　損失補償契約書第３条第１項の額
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事                         項 期                         間

　会議録作成業務委託料 　　令和７年度まで ８，３５９千円

　市議会インターネット中継委託料 　　令和７年度まで １６５千円

　システム維持管理委託料（プロキシサーバ） 　　令和７年度まで ３，０５３千円

　ガバメントクラウド接続環境構築委託料 　　令和７年度まで ５４，６４８千円

　統合仮想化基盤等使用料 　　令和７年度まで １２１，８８９千円

　財務会計システムデータ抽出委託料 　　令和７年度まで ２０，９００千円

　庁舎総合管理業務及び公園通り線駐車場管理業務 　　令和７年度から ７９０，７７０千円
　委託料 　　令和９年度まで

　ＰＦＩによる施設管理等委託料 　　令和７年度から １８，６６０千円
　（所沢市民文化センター） 　　令和１１年度まで

限            度            額
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事                         項 期                         間

　会議録作成業務委託料 　　令和７年度まで ８，３５９千円

　市議会インターネット中継委託料 　　令和７年度まで １６５千円

　システム維持管理委託料（プロキシサーバ） 　　令和７年度まで ３，０５３千円

　ガバメントクラウド接続環境構築委託料 　　令和７年度まで ５４，６４８千円

　統合仮想化基盤等使用料 　　令和７年度まで １２１，８８９千円

　財務会計システムデータ抽出委託料 　　令和７年度まで ２０，９００千円

　庁舎総合管理業務及び公園通り線駐車場管理業務 　　令和７年度から ７９０，７７０千円
　委託料 　　令和９年度まで

　ＰＦＩによる施設管理等委託料 　　令和７年度から １８，６６０千円
　（所沢市民文化センター） 　　令和１１年度まで

限            度            額

事                         項 期                         間

　設計委託料（西所沢駅西口改札口開設事業） 　　令和７年度まで １０，０００千円

　西所沢駅西口開設事業費負担金 　　令和７年度まで ２１，０００千円

　施設警備委託料 　　令和７年度から ８，５６９千円
　　令和１１年度まで

　税務帳票類作成委託料 　　令和７年度まで ８０，７２７千円

　入力業務委託料 　　令和７年度まで ３，９９４千円

　

　標準準拠システム移行委託料 　　令和７年度まで ２７９，４９５千円

　窓口業務委託料 　　令和７年度まで ８，３８６千円

　放課後児童健全育成事業委託料 　　令和７年度まで １８４，２７０千円

限            度            額
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事                         項 期                         間

　こども支援センター発達支援事業委託料 　　令和７年度から ４３２，３７２千円
　　令和９年度まで

　こども支援センターひろば事業委託料 　　令和７年度から ９９，１７１千円
　　令和９年度まで

　保育園給食調理業務委託料 　　令和７年度から ２８７，９３７千円
　　令和９年度まで

　保健センター健康管理業務受付等委託料 　　令和７年度から ４１０，００１千円
　　令和９年度まで

　保健医療計画策定調査等委託料 　　令和７年度まで ５，１１５千円

　歯科診療用サーバー等保守点検委託料 　　令和７年度まで ２６千円

　保健センター総合管理委託料 　　令和７年度から ２０９，０１０千円
　　令和９年度まで

　精神障害者アウトリーチ支援事業委託料 　　令和７年度から １１１，７７０千円
　　令和９年度まで

限            度            額
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事                         項 期                         間

　こども支援センター発達支援事業委託料 　　令和７年度から ４３２，３７２千円
　　令和９年度まで

　こども支援センターひろば事業委託料 　　令和７年度から ９９，１７１千円
　　令和９年度まで

　保育園給食調理業務委託料 　　令和７年度から ２８７，９３７千円
　　令和９年度まで

　保健センター健康管理業務受付等委託料 　　令和７年度から ４１０，００１千円
　　令和９年度まで

　保健医療計画策定調査等委託料 　　令和７年度まで ５，１１５千円

　歯科診療用サーバー等保守点検委託料 　　令和７年度まで ２６千円

　保健センター総合管理委託料 　　令和７年度から ２０９，０１０千円
　　令和９年度まで

　精神障害者アウトリーチ支援事業委託料 　　令和７年度から １１１，７７０千円
　　令和９年度まで

限            度            額

事                         項 期                         間

　封入封緘等業務委託料 　　令和７年度まで ９，２１２千円

　公共施設太陽光発電設備借料 　　令和７年度から ９０９，１２２千円
　　令和１６年度まで

　測定分析機器借料 　　令和７年度から ６，０８５千円
　　令和１１年度まで

　ウォーターサーバー借料 　　令和７年度から ４，２９９千円
　　令和９年度まで

　自動車購入費 　　令和７年度まで １４，５３８千円

　都市型産業等育成補助金 　　令和７年度から １２，０００千円
　　令和８年度まで

　照明器具借上料 　　令和７年度まで １，４２５千円

　ところバスロケーションシステム保守委託料 　　令和７年度から ４，４９１千円
　　令和１１年度まで

限            度            額
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事                         項 期                         間

　自動車借料 　　令和７年度から ４，４２７千円
　　令和９年度まで

　文化財保存活用地域計画作成支援業務委託料 　　令和７年度から ６，７１０千円
　　令和８年度まで

　学校給食調理業務委託料 　　令和７年度から ５３９，５１１千円
　　令和９年度まで

　事務機器等借料及び使用料 　　令和７年度から契約期間の満了まで 　　契約により決定した額

　事務機器等保守委託料 　　令和７年度から契約期間の満了まで 　　契約により決定した額

　所沢市が「埼玉県土地開発公社」に委託して行う 　　令和７年度から 　　２，２８７，１２３千円 及び利子
　公共用地取得事業 　　令和１４年度まで

　所沢市が「所沢市土地開発公社」に委託して行う 　　令和７年度まで 　　　　２９３，４６１千円 及び利子
　公共用地取得事業

　所沢市土地開発公社に対する債務保証 　　令和７年度まで 　　所沢市土地開発公社がその業務を行うために
　　借り入れた資金の元本及び利子を合計した額

限            度            額
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事                         項 期                         間

　自動車借料 　　令和７年度から ４，４２７千円
　　令和９年度まで

　文化財保存活用地域計画作成支援業務委託料 　　令和７年度から ６，７１０千円
　　令和８年度まで

　学校給食調理業務委託料 　　令和７年度から ５３９，５１１千円
　　令和９年度まで

　事務機器等借料及び使用料 　　令和７年度から契約期間の満了まで 　　契約により決定した額

　事務機器等保守委託料 　　令和７年度から契約期間の満了まで 　　契約により決定した額

　所沢市が「埼玉県土地開発公社」に委託して行う 　　令和７年度から 　　２，２８７，１２３千円 及び利子
　公共用地取得事業 　　令和１４年度まで

　所沢市が「所沢市土地開発公社」に委託して行う 　　令和７年度まで 　　　　２９３，４６１千円 及び利子
　公共用地取得事業

　所沢市土地開発公社に対する債務保証 　　令和７年度まで 　　所沢市土地開発公社がその業務を行うために
　　借り入れた資金の元本及び利子を合計した額

限            度            額

起    債    の    目    的 限  度  額 起債の方法 利       率 償     還     の     方     法

千円

市 庁 舎 施 設 整 備 事 業

コ ミ ュ ニ テ ィ 施 設 整 備 事 業

西 所 沢 駅 西 口 整 備 事 業

保 育 施 設 整 備 事 業

緑 地 施 設 整 備 事 業

塵 芥 収 集 車 整 備 事 業

清 掃 施 設 整 備 事 業

駐 車 場 施 設 整 備 事 業

道 路 新 設 改 良 事 業

道 路 安 全 施 設 整 備 事 業

橋 り ょ う 整 備 事 業

水 路 整 備 事 業

地 域 公 共 交 通 事 業

第４表

地            方            債

普通貸借

又は

証券発行

　　　　　　５．０ ％ 以 内

 （ただし、利率見直し方式で借り入れる

 政府資金及び機構資金について、利率の

 見直しを行った後においては、当該見直

 し後の利率）

 政府資金についてはその融資条件により、

 銀行その他の場合にはその債権者と協定

 する融資条件による。ただし、市財政の都

 合により据置期間及び償還期限を短縮し、

 若しくは繰上償還又は低利に借換えする

 ことができる。
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起    債    の    目    的 限  度  額 起債の方法 利       率 償     還     の     方     法

千円

街 路 事 業

北 野 下 富 線 道 路 築 造 事 業

所 沢 駅 ふ れ あ い 通 り 線 道 路 築 造 事 業

公 園 施 設 整 備 事 業

土 地 利 用 転 換 推 進 事 業

日 東 地 区 ま ち づ く り 事 業

元 町 交 差 点 改 良 事 業

防 災 対 策 事 業

小 学 校 施 設 整 備 事 業

中 学 校 施 設 整 備 事 業

公 民 館 施 設 整 備 事 業

図 書 館 施 設 整 備 事 業

埋 蔵 文 化 財 調 査 セ ン タ ー 施 設 整 備 事 業

臨 時 財 政 対 策 債

計

普通貸借

又は

証券発行

　　　　　　５．０ ％ 以 内

 （ただし、利率見直し方式で借り入れる

 政府資金及び機構資金について、利率の

 見直しを行った後においては、当該見直

 し後の利率)

 政府資金についてはその融資条件により、

 銀行その他の場合にはその債権者と協定

 する融資条件による。ただし、市財政の都

 合により据置期間及び償還期限を短縮し、

 若しくは繰上償還又は低利に借換えする

 ことができる。
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